
項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

第２章　子どもが大切にされるまち  第３節　子育て環境

R1その他職員
従事割合

300

H30～ 10,390千円 臨時職員 0.01 人

期間 1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人

13,408千円 臨時職員 0.00 人

①60施設

②36施設

R1正規職員
人件費

R1年度に改善した点

1.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 390

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。監査結果の公表
についても検討していく。

前年度指摘が無かった項目や類似する
項目等を削除及び統合し、指導監査を効
率的に実施した。また、施設からの要望
が多くあったことから、指導監査開始時間
の変更を行い柔軟に対応した。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

390

目標達成済222

説明会形式の集団指導を行うとと
もに、各施設での実地指導を行うこ
とで、保育運営の質の向上を図る
ことができた。
前年度指摘の改善が浸透したこと
で、目標以上に指摘件数を減らす
ことができた。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

①集団指導参加施設数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質が向上するこ
とにより、当該件数が減少していく。

H30年度目標

R1実績

200

R1年度目標

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

創設・増改築のみならず、既存施設の定
員割り振り変更や定員弾力化の活用な
ど、待機児童の解消に向けたあらゆる手
段を検討・実施していく。
また、補完的に家庭における子育て支援
も検討していく。

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1決算額（見込み）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

教育・保育施設等
整備事業

根拠法令 R1予算現額

期間 1.73 人

こど
も政
策課

実施計画ランク

自治事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

既存施設の活用により、保育定員
を増加させ、目標以上に待機児童
数を減らすことができた。

R1年度に改善した点

増加した保育定員数

待機児童数
（翌年度４月１日時点）

待機児童の解消が事業目的であるため、待機
児童数を成果指標とする。

既存施設の保育定員拡大余地が年々減
る中で、積極的な声掛けや連絡・調整等
により、保育定員数の拡大を図った。

H30年度目標 H30実績

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市保育所等整備費補助金交付要綱 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合一

般

H30予算現額事業の種別

19,023千円

R1目標値が未達成の理由・分析

就学前児童の保育に係る待機児童を解消するため、
保育所等整備費補助金交付事業に基づき、保育園、
認定こども園、小規模保育事業所の創設、増改築等
を行う事業者に対して、施設整備の補助を行うととも
に、その他の待機児童対策も進めていくことにより、
保育の受入枠を増加し、安定した保育の提供を図
る。

2.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 10 14

目標達成済5 2

臨時職員 0.00 人

34人

R1年度目標 R1実績

0

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・
保育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正
な事業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び
当該給付費の支給の適正化を図る。

事業の目的及び具体的な内容

指標名

14千円 5千円

H9年度～ 14,380千円 臨時職員 0.01 人

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

根拠法令 R1予算現額

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育施設等指
導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導監査実施要綱

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

7,647千円

0.92 人

-

H30正規職員
人件費

期間

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

新制度未移行の幼稚園及び幼稚園類似施設に在園
し、市内に住所を定める園児及びその保護者のう
ち、幼児教育・保育の無償化による影響が少ない低
所得世帯及び多子世帯、または、無償化の対象とな
らない世帯を補助することで、①所得状況に関係なく
教育を受けられる機会を設けること、②多子世帯支
援による少子化対策、③幼稚園誘導による待機児童
解消を図ることを目的とする。

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補助金要綱

根拠法令

Ｒ１～

私立幼稚園等保
護者負担軽減補
助事業

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

13,813千円

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補
助金交付申請者数/交付対象者数

H30予算現額

R1予算現額

20,019千円

-

目標設定の考え方・根拠

Ａ

補助条件を満たす対象者の94%か
ら申請があったことから、事業の周
知は図られている。

R1年度に改善した点

交付対象者全員が申請し、補助金交付を
受けることが出来るよう、周知方法や文書
を見直していく必要がある。

対象となる全ての児童及びその保護者が、幼
稚園や幼稚園類似施設の利用にあたり、所得
やこどもの人数を理由に教育を受ける機会をあ
きらめることのないような環境づくりを目標とす
る。

令和元年度に開始した事業のため、特に
なし。

保護者ごとに申請書を直接送付したが（市外転
出者含む）、返信がない対象者がいたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

- 臨時職員 -

H30年度目標

-

H30実績

R1その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

①262人

②43人

③

R元年度目標 R1実績

①新制度未移行幼稚園に在籍し、
補助条件を満たす満３歳児以上の
児童数（令和２年３月末現在）
②幼稚園類似施設に在籍し、補助
条件を満たす満３歳児以上の児童
数（令和２年３月末現在）
③

94.0%

100.0%

100.0%

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

0.10 人臨時職員

どのように貢献したか

低所得世帯及び多子世帯
に対して、児童の育成にか
かる費用の一部を補助する
ことにより、幼児教育の振
興を図った。

どのように貢献したか

実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、多
くの子どもが、質の高い保
育を受けられるようになる。

どのように貢献したか

待機児童数が減ることで、
より多くの子どもが適切な
保育を受けられることとなっ
た。

３．すべての
人に健康と福

祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

根拠法令 R1予算現額

-

- ①３歳児クラス以上の施設等利
用給付認定等児童数（令和２年
３月末現在）
②住民基本台帳上の３歳から５
歳の児童数（平成31年４月１日
現在）
③

子育てのための施設等利用給付認定及
び子どものための教育・保育給付認定児
童数（３歳児クラス以上）/住民基本台帳
上の３歳から５歳の児童数

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

子育てのための施
設等利用給付認
定事務

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績
Ａ

住民基本台帳上の対象児童の内、
96.8％の児童が施設等利用給付
認定を受けており、制度の周知が
図られている。

R1年度に改善した点

制度を活用し、対象となる全ての児童が幼稚園
や保育施設等を利用できることを目標とする。 令和元年度に開始した事業のため、特に

なし。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と福

祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

施設等利用給付認定の対象外となる企業主導
型保育施設や幼稚園類似施設などを利用する
児童が、一定数いると考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

４．質の高い
教育をみん

なに子ども・子育て支援法 14,986千円 13,311千円

H30正規職員
人件費

R元年度目標 R1実績

他の自治体との転出入の際の無償化対
象施設の継続利用において、認定申請が
漏れることがある。転出入の際の手続き
について、チラシ等を活用し周知を徹底す
る。

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型に抜本的
に変えることを目的として、令和元年10月から実施さ
れる幼児教育・保育無償化に関し、円滑な実施に向
けて認定等移行事務を行う。

-
非常勤
特別職

-

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

8,173人 7,919人
幼稚園の保育料を無償化
することにより、質の高い幼
児教育を受けやすくなった。

8,000人

臨時職員 -

①7,919人

②8,173人

③
期間 1.45 人

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｒ１～ 12,052千円 臨時職員 1.45 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 0.90 人

根拠法令 R1予算現額
成果目標の目標値に、達成できて
おり、令和２年度目標についても業
者選定に向けてスケジュールどお
り進めており、目標達成する見込
みである。

107,849千円
①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

公立保育園のうち、栄養士が配置されている10
園の給食調理業務の委託化を３期に分けて実
施
Ⅰ期：平成28年度　２園
Ⅱ期：平成30年度　４園
Ⅲ期：令和２年度　４園

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 107,849千円

H30決算額

所沢市定員管理計画 109,726千円 109,726千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点指標名

業者選定における審査基準の見直しを
行った。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

予定していた10園（３期分）の委託化が完
了している。残る９園については、園の施
設状況や委託側の人材確保体制を鑑み
ながら取り組んでいく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

市立保育園における給食調理業務においては、現
業職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様
な対応が求められている。このため、安心・安全な給
食を将来的に安定して提供し、保育の一環である食
育の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の
調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携し
て行う食育活動を行う。

1.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 6園 6園

9,386千円 臨時職員 0.15 人
①10園

②1,574食

③

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

10園 10園

H28年度　～ 7,481千円 臨時職員 0.15 人 10園

保育園給食調理
業務委託事業

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

特定教育・保育施
設等保育の質改
善費補助事業

根拠法令 R1予算現額

H30決算額

R1決算額（見込み）

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

303,730千円 301,586千円

目標設定の考え方・根拠

①補助実施施設数

②

③
事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

補助実施施設数
補助金の趣旨や制度を理解してもらい、市内の
対象施設全てに実施してもらうことを目標とす
る。

交付決定率を変更することにより、変更交
付決定を省略することができる施設が増
加し、事務の簡略化を図った。
また、民間保育士合同説明会において、
補助事業についてPRした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 309,406千円 291,568千円

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者処遇改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補
助限度額による。

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 66施設 64施設

66施設

5,112千円 臨時職員 0.15 人
①66施設

②

③

R元年度目標 R1実績

保育士確保や保育の質を改善するため、
制度の周知を図っていくとともに、国や県
の補助制度を活用し、補助金メニューや
金額の見直しを行う。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

66施設

67施設

Ａ

補助対象施設の全てに補助金を
交付した。保育の質改善のため、
引き続き補助事業を行っていく。

期間 0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H27年度　～ 4,738千円 臨時職員 0.15 人

H30決算額

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1決算額（見込み）根拠法令 R1予算現額

R1実績

引き続き事業周知に努めるとともに、適正
な支給事務を行っていく。

R1年度に改善した点

①支給人数

②支給金額

③

支給率（支給件数÷請求件数×100）
全ての支給対象者に滞りなく支給する必要が
あるため、支給率を指標とする。 広く市民に事業周知するため、リーフレッ

トを作成し、市内保育施設等で配架した。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

令和元年度に開始した事業である
ため、広く市民に周知していく必要
がある。

H30その他職員
従事割合

目標達成済100.0% 100.0%

H30実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

0千円

非常勤
特別職

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

子育てのための施
設等利用給付事
業 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

Ａ
0.00 人

子ども・子育て支援法 26,488千円 4,513千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R元年度目標

Ｒ１～ 9,559千円 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①147人

②4,179千円

③
100.0%臨時職員

期間 1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型に抜本的
に変えることを目的として、「保育の必要性の認定」を
受けた３歳児クラスから５歳児クラスまでの子どもと、
０歳児クラスから２歳児クラスの住民税非課税世帯
の子どもを対象に、認可外保育施設等の利用料を無
償化する。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

保育の必要性がある子ども
の保育施設等の利用料を
無償化することで、経済的
負担の軽減を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供
が受けられた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１．貧困をなく
そう

どのように貢献したか

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

子育てのための施
設等利用給付事
業

根拠法令

-

４．質の高い
教育をみん

なに

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

R1決算額（見込み）

目標達成済

①施設等利用給付１号認定を
受けた人数

②施設等利用給付を受けた人
数

③

施設等利用給付を受けた人数/施設等利
用給付１号認定を受けた人数

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

令和元年10月からから実施となっ
た幼児教育・保育の無償化による
施設等利用給付事業は、事業者向
け説明会の開催、広報やホーム
ページ、案内文書の配布等の周知
を行い、大きな混乱もなく給付する
ことができた。

R1年度に改善した点

施設等利用給付認定を受けた保護者が、対象
となる給付費を漏れなく受給できることを目標と
する。

令和元年度に開始した事業のため、特に
なし。

R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

３．すべての
人に健康と福

祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

４．質の高い
教育をみん

なに
子ども・子育て支援法、所沢市施設等利用費の支給
に関する要綱

698,720千円 629,444千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30年度目標 H30実績
Ａ

R元年度目標 R1実績
施設等利用給付費のうち、入園料、預か
り保育利用料については、保護者から請
求することとなっているが、請求期限等に
ついて、周知徹底し、請求漏れのないよう
取り組む。

令和元年10月から実施された幼児教育・保育の無償
化により、子育てのための施設等利用給付認定を受
けた者に対し、施設等利用給付費を支給する。

・新制度未移行幼稚園の保育料・入園料（月額上限
25,700円）
・預かり保育利用料（月額上限11,300円）

-
非常勤
特別職

-

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0% 幼稚園保育料について、法
定代理受領にすることによ
り、保護者の経済的負担を
軽減することにより、幼児教
育の振興を図った。100.0%

臨時職員 -
①4,245人

②4,245人

③
0.00 人 R2年度目標

Ｒ１～ 17,455千円 臨時職員 0.20 人

期間 2.10 人
非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

-

R1予算現額



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

児童福祉法・所沢市放課後児童 R1予算現額

最優先 自治事務

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後児童健全
育成事業（民設民
営児童クラブ）

根拠法令

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているも
のの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著し
い緊急性の高い小学校区もある。これらの小学校区
において保護者が労働等により昼間家庭にいない小
学校児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや
生活の場を与えて児童の健全育成を図る。

前年度に、対象小学校区外に児童クラブ
を設置し、全児童を送迎することを提案し
た事業者があったため、「原則として対象
小学校区にクラブを構えること」を追加し
た。また、サクラタウン児童クラブが７月開
所予定だったため、委託要領の委託の期
間を「原則として４月１日から」とした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績
児童クラブの利用者は年々増加傾向にあ
る。児童クラブにおける狭隘化や大規模
化、待機児童の発生が著しい緊急性の高
い小学校区に対し、即効性の高い本事業
を継続して実施する。

R1年度に改善した点H30予算現額 H30決算額

法定受託事務 法定受託＋附加 56,517千円 55,618千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化
等が著しい緊急性の高い小学校区への対策を
目的とするため、確保した供給量を指標とす
る。目標値としては、前年より１クラブ増やした
定員（定員40人/１クラブ）とした。

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学校
区を対象に、民設民営児童クラブ
を開所している。平成28年度に１か
所、平成29年度は２か所、平成30
年度は２か所、令和元年度は１か
所の計６か所を開所し、定員245人
を確保し、当該小学校区において、
一定の成果を挙げていると考え
る。
さらに、緊急性の高い２ヶ所の小学
校区に対し、令和２年４月及び７月
に民設民営児童クラブを開所する
ための準備を行った。

R1決算額（見込み）

69,319千円

0.46 人
非常勤
特別職

205人

H30年度目標
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

205人

3,855千円 臨時職員

①６クラブ

②13小学校区

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

245人 245人

325人

Ａ

指標名 目標設定の考え方・根拠

68,856千円

期間 0.54 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成27年度～ 4,488千円 臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

Ｃ

R1決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標と
する。

新たに１ヶ所の民設民営児童クラブの開
所により、40人の定員増を確保した。こば
と、つばき、わかば、すみれ児童館の施設
改修を実施し、生活クラブの定員を72人
拡大した。

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学６年生ま
でに拡大したこと等により、利用者が継続的に
増加しており、当該事業における供給量が追い
付いていない状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

児童クラブ運営事
業

根拠法令 児童福祉法、所沢市放課後児童 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加 337,760千円 331,262千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

放課後児童健全育成事業の設備を及び運営に関す
る基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条例　他

354,025千円 354,025千円

①放課後児童支援員研修会参
加のべ人数

②児童クラブ数

③児童クラブ登録人数

10,894千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

100.0% 64.0%

100.0% 73.0%

臨時職員 0.30 人
①59人

②31クラブ

③2,102人

R元年度目標 R1実績
児童クラブにおける供給量の確保が課題
である。
引き続き、民設民営児童クラブの新設や
児童クラブの施設整備、児童館生活クラ
ブの定員拡大等の対策を進め、供給量の
確保に努める。

100.0%

児童クラブ人数の適正化に向け、
民設民営児童クラブの新設や児童
クラブの施設整備、児童館生活ク
ラブの定員拡大等の対策を進めて
いるものの、利用児童数はその対
策を上回り増加している。
その結果、約３割の児童クラブが
大規模児童クラブという状況である
ことから、まだまだ目標に達してい
ないと考えている。

R1年度に改善した点

児童クラブ人数の適正化率（大規模児童
クラブの解消）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員 0.30 人

H30予算現額

児童クラブ施設整
備事業

根拠法令 児童福祉法・所沢市放課後児童 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後
等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全
育成を図る。

1.30 人

期間 1.10 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47,887千円

昭和43年度～ 9,143千円

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30正規職員
人件費

1.17 人

期間

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例・所沢市立児童クラブ条例　他

放課後児童に対し、授業の終了後や長期学校休業
日に適切な遊びや生活の場を提供するために、児童
クラブを整備する。

指標名 目標設定の考え方・根拠

次年度以降、学校施設を活用した児童ク
ラブ整備を計画的に実施するため、対象
となる児童クラブを検討を行った。8,293千円 8,106千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童
クラブの解消）

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学６年生ま
でに拡大したこと等により、利用者が継続的に
増加しており、当該事業における供給量が追い
付いていない状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

①施設修繕件数

②

③

当該事業は、放課後児童に対し、適切な遊び
や生活の場を提供するため、児童クラブにおけ
る施設整備を行うことが、児童クラブ人数の適
正化率（大規模児童クラブの解消）を指標とす
る。

46,658千円

非常勤
特別職

100.0% 64.0%

①31件

②

③

R1実績臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

0.70 人
非常勤
特別職

R2年度目標

現在、課題となっている児童クラブの大規
模化、施設の老朽化の改善に向け、各児
童クラブの現状に応じて、「所沢市放課後
児童対策実施方針」に従い、効率的かつ
効果的な施設修繕を実施する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 73.0%

Ｃ
R1目標値が未達成の理由・分析

富岡児童クラブの規模の適正化に
向けて、学校施設を一時利用する
方向で関係各課と調整を済ませ、
次年度整備のための設計・予算措
置を行った。また、椿峰児童クラブ
用地について土地所有者から早急
な返還を求められたため、代替施
設の検討と仮施設への移転を行う
とともに、学校施設を児童クラブに
改修するための設計・予算措置を
行った。
約３割の児童クラブが大規模児童
クラブという状況であることから、ま
だ目標に達していないと考えてい
る。

R1年度に改善した点

9,805千円

昭和43年度～ 5,818千円 臨時職員 100.0%

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 21.14 人

H30正規職員
人件費

障害児保育事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果目標の目標値に、ほぼ達成で
きている。発達に特徴を持つ児童
に対し、集団活動の中で支援がで
きることが成果と言える。

R1年度に改善した点

対象児童数
混合保育の申請（在園児の中で混合保育への
移行を含む。）及び幼稚園における対象児童
は、前年度と同数程度と見込まれる。

混合保育児童や、発達に特徴を持つ児童
に対し、支援の仕方を学ぶための研修会
の開催や、障害児専門相談員による巡回
指導を実施をしている。令和元年度は延
べ1,286名の支援をおこなった。

H30年度目標

272人

公立保育園混合枠の申請児童数が減少したた
め、受け入れ児童数も減少し、目標値には達し
なかったが、民間保育園・幼稚園の補助対象
児童数は、前年度より増加した。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 209,978千円 199,791千円 ①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園・幼稚園の補助
対象児童数

③受け入れ施設数事業の目的及び具体的な内容

指標名

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

203,531千円 201,525千円

H30決算額

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進され
ると判定された児童、②民間保育園、認定こども園・
民間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結
果、補助金の交付が適と判定された児童を対象と
し、対象児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児
担当保育士等の雇用費として支給する。

21.77 人
非常勤
特別職

1.00 人 275人

270人 267人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

182,433千円 臨時職員 48.96 人

①87人

②180人

③48

R元年度目標 R1実績

混合保育では、年々、内臓疾患を持つ児
童の相談が増加している。専門性を持っ
ての審議・対応が必要とされる。保育士不
足により、民間園での混合保育の受け入
れが減少している。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

2.00 人 R2年度目標

H3年度　～ 175,716千円 臨時職員 44.41 人 270人

どのように貢献したか

施設に対し補助金を交付す
ることにより、障害のある場
合でも等しく教育・保育が受
けられる。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

児童クラブの老朽化に伴う
修繕や、規模の適正化を行
うことは、児童の生活環境
の向上につながる。

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して過
ごせる場を提供することで、
児童の健全育成と、保護者
の就労の支援につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して過
ごせる場を提供することで、
児童の健全育成と、保護者
の就労の支援につながる。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

H30決算額 指標名

放課後こども健全
育成基本方針推
進事業

法定受託事務 法定受託＋附加

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令

重要 自治事務 304千円

Ｂ

各重点事業において、概ね目標を
達成していると考えているものの、
「放課後子ども総合プラン推進事
業」については、成果として実現で
きていない状況であり、今後、取り
組みを加速させていく必要があると
考える。

R1年度に改善した点

重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第２期事業計
画における６重点事業を達成していくことが重
要である。そのため、各重点事業の達成率を指
標とする。

量の見込み策定にあたり、国が示した２つ
の算出方法のうち、これまでのアンケート
調査に基づく算出方法ではなく、新プラン
（前年５歳児の保育園等の申込者をベー
スとする）により算出した。

H30年度目標

６重点事業のひとつである「放課後子ども総合
プラン推進事業」において、新たな放課後子供
教室の新設、放課子供教室と放課後児童クラ
ブの連携が実現していない状況であり、当該事
業の達成率が低くなったことから、本事業の達
成率に影響が生じた。

100.0%

100.0%

280千円
①協議会の開催数

②

③

R1予算現額

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

次世代育成支援対策推進法 304千円 269千円

H30実績

所沢市放課後こども健全育成基本方針の６つの重
点事業の計画期間が令和元年度で終了となるため、
新たに令和２年度から５年間を計画期間として見直し
を行うとともに、基本方針に位置付けられた事業の進
捗管理を行う。
また、子ども子育て支援事業計画における放課後児
童健全育成事業の量の見込み等の策定を行う。

0.30 人
非常勤
特別職

100.0% 81.5%

66.7%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,514千円 臨時職員

①３回

②

③

R元年度目標 R1実績

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するとと
もに、答申を受けて更なる充実を図る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.50 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成22年度～ 4,156千円 臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
３つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検
討を進める。

0.24 人

2,011千円

平成23年度～

H30決算額 指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

重要 8,532千円 8,532千円

R1決算額（見込み）

子ども・子育て支援法 8,611千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の３つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数
を指標とする。

教育委員会所管の放課後子供教室（ほう
かごところ）に係る費用と比較して、中富
小放課後広場の委託料は高額であるた
め、委託料の減額について検討を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①放課後児童対策一体運営事
業利用数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

H30実績

非常勤
特別職

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の３つの事業を連携する上で生
じる課題を整理し、各関係機関への働き
かけを進める。併せて、放課後子供教室
の新設については、教育委員会と連携を
し、方向性について検討していく。

R1目標値が未達成の理由・分析

新たな放課後子供教室の設置に係る相談を受
けている小学校区はあるものの、放課後児童
対策一体型及び連携型として実現につなげる
ことができなかったため。

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

放課後子供教室の新設に関する
相談を受けているものの、実現に
至っておらず、目標達成に向けて
成果が出ていない状況であると考
える。

根拠法令

8,611千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1予算現額

3小学校区 2小学校区

2小学校区

3小学校区

臨時職員

①133人

②183日

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3小学校区

期間 0.23 人
非常勤
特別職

R2年度目標

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名

6936人

臨時職員

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1決算額（見込み）

所沢市立児童クラブ条例 43,828千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

52,620千円

R1年度に改善した点

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ること
を目的としているため、のべ対象児童数を指標
とする。

児童クラブが市に減免関係書類を提出す
る際に不備が見受けられたため、是正の
ための周知を行った。

H30実績

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就
業できるよう、本事業を継続し、子育て世
帯の支援を図る。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

本事業について、遺漏なく対象者
に周知されていることから、成果指
標の目標値を概ね達成し、一定の
成果を挙げられていると考えてい
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47,580千円 43,240千円

のべ対象児童数

非常勤
特別職

6292人

4,525千円 臨時職員 0.30 人

①44クラブ

②10団体

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

7536人 6294人

非常勤
特別職

R2年度目標

平成26年度～ 5,652千円 臨時職員 0.00 人

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して児童クラ
ブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て世帯
の支援を図るものである。

0.54 人

期間 0.68 人

放課後児童クラブ
子育て支援事業

R1正規職員
人件費

1,912千円

どのように貢献したか

低所得世帯や多子世帯の
経済的負担を軽減し、子育
て世帯を支援した。

どのように貢献したか

放課後児童対策３事業の連
携により、保育の質の更な
る向上や、運営の効率化に
つながる。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

６重点事業の達成に向け協
議を行い、放課後児童対策
の充実を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを


